
 

 

 

 

 

災害対策基本法の一部改正について 

 

１ 改正の趣旨 

頻発する自然災害に対応して、災害時における円滑かつ迅速な避難の確保及

び災害対策の実施体制の強化を図るため。 

 

２ 区に関係する主な改正内容 

「災害時における円滑かつ迅速な避難の確保」 

課題① 本来避難すべき避難勧告のタイミングで避難せず、逃げ遅れにより 

被災する者が多数発生している。避難勧告と指示の違いも十分に理解さ

れていない。 

 

改正点 避難勧告・指示を一本化し、従来の勧告の段階から避難指示を行うこ

ととし、避難情報のあり方を包括的に見直し。 

 

       

 課題② 避難行動要支援者名簿（平成 25 年に作成義務化）は、約 99％の市町

村において作成されるなど、普及が進んだものの、いまだ災害により高

齢者等が被害を受けており、避難の実効性の確保が課題となっている。 

  

 改正点 避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難を図る観点から、個別避難

計画について、市町村に作成を努力義務化。 
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